
   

佐賀県特用林産物生産基盤整備事業実施要領 
 
                                                              林業第 ０１０１９７ 号 
                                   平成２０年 ５月１９日 
 

改正 平成 22年 3月 31日林業第 011133号 
改正 平成 24 年 7 月 2 日林業第  520 号 
改正 平成 25 年 6 月 14 日林業第  629 号 
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改正 平成 29 年 4 月 5 日林業第   19 号 
改正 平成 30 年 4 月 11 日林業第  144 号 
改正 令和 3 年 4 月 1 日林業第 2280 号 
改正 令和 4 年 4 月 11 日林業第 102 号 

 
 
 
第１ 趣旨 
本県の特用林産物は、農山村地域における農林業経営に合理的に組み入れられ、貴重な収入

源として生産者の経営安定に寄与し、定住の促進や森林の適切な管理及び地域の産業や文化の
活性化に重要な役割を果たしている。 
しかしながら、生産者の高齢化の進行をはじめ、輸入品の増大等により価格が低迷し、依然

として厳しい状況にある。 
今後、特用林産物の生産振興及び生産者の経営安定を図り、地産地消及び消費者への安定供

給を推進するため、本事業において、特用林産物生産に必要な機械・施設等の整備及び生産モ
デル林整備並びに販売促進・普及啓発活動に対し支援する。 
 
第２ 事業の実施期間 
    本事業の実施期間は、令和４年度から令和８年度までの５箇年とする。 
 
第３ 事業の内容等 
  事業実施主体が実施しようとする、特用林産物生産に必要な機械・施設等に必要な経費に対
し助成する。 
なお、本事業の事業種目、事業実施主体、採択要件は、別表に掲げるとおりとする。 

 
第４ 事業実施の手続き 
１ 本事業を実施しようとする事業実施主体は、事業実施計画書を様式第１号により作成
し、市町長に提出するものとする。 

  ２ 市町長は、１の本文に基づき事業実施計画書の提出があった場合には、事業実施主体が
作成する事業実施計画について必要な指導及び調整を行うとともに、様式第２号により知
事に提出するものとする。 

  ３ 知事は、市町長から提出された事業実施計画の内容を審査し、適当と認めたときは、そ
の承認を行うものとする。 

 ４ 市町長は、事業実施主体から提出された事業実施計画の内容を審査し、適当と認めたと
きは、知事の承認を受けた後、その承認を行うものとする。 



   

  ５ 次に掲げる事業実施計画の重要な変更については、変更実施計画書(別記様式１－１)を
作成し、佐賀県特用林産物生産基盤整備事業費補助金交付要綱第４条第２項に係る変更承認申
請書に添付するものとする。 
    ア 事業内容の変更（事業費の３０％を超える増減を伴う変更又は補助金の増減を伴う変

更）又は廃止 
    イ 事業実施主体の変更 
 
第５ 事業主体 
１ 別表に掲げる事業を実施しようとする者は、自己又は自社の役員等が、次のいず
れにも該当する者であってはならない。 

（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号）
第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

（２） 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する
暴力団員をいう。以下同じ。） 

（３） 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 
（４） 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的を

もって暴力団又は暴力団員を利用している者 
（５） 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又は積

極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 
（６） 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 
（７） 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 
２ 事業実施主体は、前項の（２）から（７）までに掲げる者が、その経営に実質的に関与し
ている法人その他の団体又は個人であってはならない。 

 
第６ 助  成 
    県は､毎年度､予算の範囲内において、別に定めるところにより補助するものとする。 
 
第７ 事業実施状況の報告等 
 １ 事業実施主体は、本事業により整備した機械・施設等について、事業完了年度から５

箇年間の利用状況報告書を様式第３号により作成し、毎年度４月末日までに市町長へ
報告するものとする。 

   なお、事業完了年度の翌年度については、財産・施工管理台帳及び整備した機械・
施設等の写真を整理し、合わせて報告するものとする。 

 ２ 市町長は、事業実施主体から提出された利用状況報告書をとりまとめのうえ、様式
第４号により毎年度５月末日までに知事へ報告するものとする。 

 ３ 市町長は、１の本文に基づき提出された利用状況報告の内容について、必要に応じて事
業実施主体に改善指導を行うとともに、事業の目標に対して立ち遅れている場合（３箇年
連続して利用率が７０％未満）には、改善計画を策定するなど目標達成に向けた必要な措
置を講じることとする。 

  ４ 県は、必要に応じ、市町及び事業実施主体に対し、本事業により整備した機械・
施設等の利用状況等について検査及び状況把握等を実施することができる。 

 
第８ 事業の着工等 
  事業の着手は、補助金の交付決定に基づき行うものとする。 



   

 
第９ 事業の成工確認及び書類の審査等 
１ 成工確認 
（１） 市町長は、間接補助事業者の事業が完了したときは、成工の確認を行うものとする。

なお、概算払請求に当たっては、補助事業者は原則として現地確認を行うものとする。
また、農林事務所長は市町長から要請があった場合には、市町長が適切かつ効率的な
確認が実施できるよう市町の確認に立会し、指導・助言を行うものとする。 

（２） 市町長は、成工の確認が完了したときは、実績報告書に次の掲げる書類を添えて所轄
農林事務所長に提出するものとする。 

    ア 成工確認復命書等の写し  
    イ 契約書、見積書等の写し  
    ウ 成工確認状況写真  
    エ 図面等  
２ 書類の審査等  
（１） 農林事務所長は、市町長から実績報告書が提出されたときは、書類の審査（必要に応

じて現地調査）を行うものとする。 
なお、完成写真等により事業の竣工が確認できる場合は、その確認をもって現地調査

を省略できるものとする。 
 
第１０ 書類の提出 
    この要領に基づき提出する書類は、県要綱第８条のただし書きの書類を除き、所轄農林事
務所を経由することとし、その提出部数は１部とする。 

 
第１１ 管理運営 
  １ 事業実施主体は、本事業により整備した機械・施設等を事業実施計画に従って適正に

管理運営するものとし、本事業で整備したことがわかるよう表示をすること。 
 ２ 市町長は、事業実施主体が整備した機械・施設等を事業実施計画に従って適正に管理運

営し、これにより事業の適正な推進が図られるよう指導するとともに、事業実施後の管理
運営、利用状況及び事業効果の把握を行うものとする。 

 
第１２ その他 
    この要領に定めるもののほか、本事業の実施に必要な事項については、農林水産部長が別に
定めるものとする。 

 
 



 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 
 
PR

 

 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

(
 

 
 

 

. ha  

 
 
 

 
 

 

 



































 










